
「損害保険業等に関する制度等ワーキング・グループ」報告書の概要
【顧客本位の業務運営の徹底】関連
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 複数の所属保険会社等を有する保険代理店（乗合代理店）のうち、特に規模の大きな保険代理店（以下「特定大規模
乗合保険募集人」）に対し、内部管理体制の強化（法令等遵守責任者の設置や苦情処理体制の整備等）等を求める。

 「特定大規模乗合保険募集人」のうち保険金から修理費等の支払いを受ける事業（保険金関連事業）を兼業する者に
対しては、上記管理体制の一環として、（ⅰ）不当なインセンティブにより顧客の利益又は信頼を害するおそれのある
取引を特定した上で、 （ⅱ）それを適切に管理する方針を策定・公表するとともに、 （ⅲ）不当なインセンティブにより顧
客の利益又は信頼を害することを防止するための体制整備を求める。

 「特定大規模乗合保険募集人」に対しては、当局による定期的なヒアリング等を通じたモニタリングにより、体制整備の
実効性を確保する。

 「特定大規模乗合保険募集人」以外に対しても、事業報告書の記載項目を拡充するとともに、当局による機動的なリス
クベースのモニタリングを行っていく。

大規模乗合代理店に対する体制整備の強化等

 保険会社に対して、以下の措置を求める。

・ 保険金等支払管理部門と営業部門とを適切に分離する。また、上記の保険金関連事業を兼業する全ての委託先保
険代理店について、不当なインセンティブにより顧客の利益又は信頼を害するおそれのある取引を特定し、それを適
切に管理する方針を策定・公表する。

・ 委託先である「特定大規模乗合保険募集人」の法令等遵守態勢等を検証する管理責任者の設置等を求める。

・ 求償権行使に関する考え方を整理し、全保険募集人に対する求償権の行使状況についての把握・管理を求める。

保険会社による指導等の実効性の確保等

 顧客が重視する項目を丁寧かつ明確に把握した上で、
顧客の意向に沿って保険商品を絞り込み、推奨すること
を求める。

乗合代理店における適切な比較推奨販売の確保

 今後の制度・監督上の対応や業界の取組み等の効
果を検証した上で、要否を改めて検討する。

損害保険分野における自主規制のあり方の整理



「損害保険業等に関する制度等ワーキング・グループ」報告書の概要
【健全な競争環境の実現】関連

 企業向け保険について、保険仲立人が顧客か
らも手数料を受領できるよう見直す。

 保険仲立人に義務付けられる供託金の最低
金額を引き下げる（2,000万円→1,000万円）。

 保険契約者の誤認防止措置を前提として、保
険仲立人と保険代理店等の協業を認める。

 当局による個別審査の上で許可を受けて、企
業等が外国保険業者と保険契約を締結する場
合、保険仲立人による当該契約締結の媒介を
可能とする。

 保険仲立人が不祥事件を起こした場合、当局
にその旨を届け出る義務を課す。

保険仲立人の活用促進

 「特別の利益の提供」として禁止される行為に、
過度な便宜供与（物品の購入、役務の提供
等）を新たに加える。

 特別の利益の受け手に、保険契約者等の「グ
ループ企業」を追加する。

保険会社による保険契約者等への
過度な便宜供与の禁止

 特定契約比率規制（注１）について、３年程度の準備期間を設けた上
で、経過措置（注２）を撤廃するとともに、「特定者」の範囲を連結の
範囲に拡大する。

（注１） 親会社等を保険契約者とする保険契約を一定割合に抑制する規制。「保険代

理店の自立の促進」と「保険料の実質的な割引の防止」を目的とするもの。

（注２） 同規制の導入時に既に存在していた損害保険代理店に対し、同比率を低く

抑える（同比率の計算対象を自動車・火災・傷害保険に限定）ことを許容。

 他方で、一定の要件（「一定の態勢整備」と「手数料の適正化」）を
満たす企業内代理店は、上記規制の適用除外とする。今後、当局
において要件の具体化を進める。

 企業内代理店の提供した役務に見合う額を超える手数料を保険
会社が支払うことは、企業（保険契約者等）に対する「特別の利益
の提供」として禁止されている旨を明確化する。

企業内代理店に関する規制の再構築

 損害保険会社の企業向け商品開発管理態勢等に係る当局のモ
ニタリングの高度化を図る。

 損害保険料率算出機構において、火災保険参考純率に将来の気
候変動による影響を反映するための手法の検討をさらに進める。

 参考純率算出及び標準約款作成の対象となる保険種目を拡大す
る。また、損害保険料率算出機構におけるデータバンク機能の強
化を図る。

火災保険の赤字構造の改善等
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